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　　　令和６年度財政の健全化に関する審査意見について 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条の規定に基づき、審査に付さ

れた健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項並びに同法第２２条第１項の

規定に基づき、審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出する。 
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凡 　例 

 

１　金額の表示及び端数処理は、次のとおりである。なお、端数処理により、合計と内

　訳の計が一致しないことがある｡ 

　(1) 文中の金額は、原則として万円単位で表示し、単位未満を切り捨てた。 

　(2) 表中の金額は、千円単位で表示し、原則として単位未満の値を四捨五入した。 

２　文中で用いている「ポイント」とは、パーセンテージ間又は指数間の単純差引値で

　ある。 

３　各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

　・0.0、0　 該当数値はあるが表示単位未満のもの 

　・ － 　　 該当数値がない又は算出不能 

　・ △　 　 減少又は損失（マイナス） 

　・皆増　　 前年度に数値がなく全額増加したもの 

　・皆減　　 当年度に数値がなく全額減少したもの



 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ　健全化判断比率審査意見





第１　準拠基準 

　　榛東村監査基準（令和元年榛東村監査委員告示第３号） 

 

 

第２　審査の概要 

１　審査の種類 

　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づく健全

　化判断比率審査 

 

２　審査の対象 

　　令和６年度決算に基づく健全化判断比率 

　(1) 実質赤字比率 

　(2) 連結実質赤字比率 

　(3) 実質公債費比率 

　(4) 将来負担比率 

 

３　審査の着眼点 

　　健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、地

　方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、適正に作成されているか、

　算出過程に誤りはないか等を主眼とした。 

 

４　審査の主な実施内容 

　　健全化判断比率の算定の基礎となる書類の試査（帳簿突合、計算突合、分析

　的手続） 

 

５　審査の日程及び実施場所 

　(1) 日程　令和７年８月５日 

　(2) 実施場所　本庁３階　監査室 

 

 

第３　審査の結果 

　　審査した限りにおいて、審査に付された健全化判断比率については、いずれ

　も適正に算定され、それぞれの計数は財務諸表と一致しており、その算定の基

　礎となる事項を記載した書類は関係法令に適合し、計数は正確であると認めた。 
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       基準
区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

早期健全化 財政再生

実質赤字比率 － － －     15.00    20.00

連結実質赤字比率 － － －     20.00    30.00

実質公債費比率 7.7 6.7 6.7     25.0    35.0

将来負担比率 － － －    350.0 基準なし

 

 

第４　審査意見 

　　令和６年度の決算に基づく健全化判断比率に関し、実質赤字比率及び連結実

　質赤字比率は、ともに対象となる会計が黒字で赤字額はないため算出されず、

　実質公債費比率は前年度と同じ6.7パーセントであった。また、将来負担比率

　は、将来負担すべき実質的な負担額が生じない結果となった。いずれも国の示

　した早期健全化基準を大きく下回っており、健全な状態にあると認められる。 

　　今後とも、的確に財政状況を把握し、歳入においては、収入率の向上や公有

　資産の有効活用により自主財源の安定的な確保を図るとともに、国等の財政措

　置を積極的に活用されたい。 

　　また、歳出においては、既存事業の見直しなど効率的かつ効果的な予算執行

　を推進し、持続可能で健全な財政運営に努められたい。 

 

１　実質赤字比率（参照：７ページ） 

　　実質赤字比率は、一般会計等（注１）を対象とした実質赤字の標準財政規模

　（注２）に対する程度を指標化したもので、令和６年度一般会計等の翌年度に

　繰り越すべき財源等を差し引いた実質収支額は９，２１１万円の黒字であり、

　歳入不足による支払繰延もないことから、実質赤字は生じておらず、比率は算

　出されない。 

 

（注１）「一般会計等」とは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２条第１項で定めら

　　　れており、本村においては、一般会計と学校給食事業特別会計を合わせたものとなる。 

（注２）「標準財政規模」とは、標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模

　　　を示すもので、その大きさは「標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額」

　　　で求められる。 
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２　連結実質赤字比率（参照：８ページ） 

　　連結実質赤字比率は、一般会計等及び３の特別会計（国民健康保険特別会計、

　後期高齢者医療特別会計及び介護保険特別会計）を対象とした実質赤字又は資

　金不足額の程度を指標化したもので、令和６年度の実質収支額等の合計は１億

　１，２９６万円の黒字であることから、比率は算出されない。 

 

３　実質公債費比率（参照：９ページ） 

　　実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金等の

　大きさを３箇年の平均で指標化したもので、地方債元利償還金等に係る特定財

　源及び基準財政需要額算入額を差し引いた償還金などの単年度比率から算出さ

　れる３箇年平均の比率は、前年度と同じ6.7％となり、早期健全化基準の25.0

　％を下回っている。 

 

４　将来負担比率（参照：12ページ） 

　　将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債額の程度を指標

　化したもので、地方債償還金、債務負担行為に基づく支出予定額などの、令和

　６年度における将来負担すべき実質的な負債額は生じず、比率は算出されない。 

 

 

第５　健全化判断比率の概要 

１　実質赤字比率（参照：７ページ） 

　　一般会計等の歳入総額は１００億２，２４１万円で前年度の９０億４，０１

　０万円に比べ９億８，２３０万円増加し、歳出総額は９８億１，２７４万円で

　前年度の８７億７，７７３万円に比べ１０億３，５０１万円増加している。差

　し引くべき翌年度に繰り越すべき財源は１億１，７５５万円であり、実質収支

　額は９，２１１万円（一般会計９，１８７万円、学校給食事業特別会計２４万

　円）の黒字となり、繰上充用額、歳入不足による支払繰延額はなく、実質赤字

　は生じないことから、実質赤字比率は算出されない。 

　　なお、所定の算式による標準財政規模３８億１，３９１万円に対する数値は

　△2.41％となり、前年度の△5.99％に比べ 3.58ポイント低下している。 

 

２　連結実質赤字比率（参照：８ページ） 

　　一般会計等を除いた公営企業以外の特別会計の実質収支額は２，０８５万円

　（国民健康保険特別会計１，４４６万円、後期高齢者医療特別会計０、介護保

　険特別会計６３８万円）の黒字で実質赤字はなく、一般会計等の実質収支額９，
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　２１１万円との合計額は１億１，２９６万円となり、また、公営企業会計の資

　金剰余額は１０億６，９４８万円（上水道事業会計６億９，０９１万円、下水

　道事業会計３億７，７０１万円、太陽光発電事業特別会計１５５万円）であり、

　連結実質赤字額はなく、連結実質赤字比率は算出されない。 

　　なお、所定の算式に基づく実質収支額等の合計は１１億８，２４４万円で、

　標準財政規模３８億１，３９１万円に対する数値は△31.00％となり、前年度

　の△33.52％に比べ2.52ポイント悪化している。 

 

３　実質公債費比率（参照：９ページ） 

　　令和４年度から令和６年度までの各年度の一般会計等が負担する地方債の元

　利償還金及び準元利償還金の合計額、元利償還金等に充てられる特定財源及び

　特定の基準財政需要額算入額の合計額、また、標準財政規模から特定の基準財

　政需要額算入額を差し引いた額は10ページ記載の表のとおりである。これによ

　り算出される単年度の比率は、令和４年度7.5％、令和５年度5.3％、令和６年

　度7.4％であり、３箇年平均の比率は6.7％となり、前年度と同様である。 

　　なお、令和６年度の単年度の比率は、公営企業会計の償還金に対する繰出金

　５，７２０万円の増等に伴う元利償還金＋準元利償還金６，０８９万円の増と

　これに充てられる特定財源等の減（対前年度比１，５６３万円の減）により、

　前年度に比べ2.1ポイント悪化している。 

 

４　将来負担比率（参照：12ページ） 

　　一般会計等が財政負担をする地方債償還金や債務負担行為に基づく支出予定

　額などの将来負担額、地方債償還額等に充てることのできる充当可能財源等、

　また、標準財政規模から特定の基準財政需要額算入見込額を差し引いた額は12

　ページ記載の表のとおりである。これにより算出される将来負担すべき実質的

　な負債額が生じないことから、将来負担比率は算出されない。 

　　将来負担額の合計は５３億６，９８５万円で、一般会計等地方債現在高１億

　６，７３６万円（9.2％）の減及び公営企業債償還金の負担等見込額の減等に

　より、前年度に比べ２億８，４３５万円（5.0％）減少し、差し引かれる充当

　可能財源等は前年度に比べ６億７，１３２万円（7.8％）減少している。 

　　なお、所定の算式に基づく数値は△74.2％であり、前年度の△87.5％に比べ

　13.3ポイント悪化している。 
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Ⅱ　公営企業会計資金不足比率審査意見





第１　準拠基準 

　　榛東村監査基準（令和元年榛東村監査委員告示第３号） 

 

 

第２　審査の概要 

１　審査の種類 

　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第１項の規定に基づく公営

　企業会計の資金不足比率審査 

 

２　審査の対象 

　(1) 榛東村上水道事業会計（公営企業法適用） 

　(2) 榛東村下水道事業会計（公営企業法適用） 

　(3) 榛東村太陽光発電事業特別会計（公営企業法非適用） 

 

３　審査の着眼点 

　　各会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類につい

　て、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定に基づき、適正に作成さ

　れているか、算出過程に誤りはないか等を主眼とした。 

 

４　審査の主な実施内容 

　　資金不足比率の算定の基礎となる書類の試査（帳簿突合、計算突合、分析的

　手続） 

 

５　審査の日程及び実施場所 

　(1) 日程　令和７年８月５日 

　(2) 実施場所　本庁３階　監査室 

 

 

第３　審査の結果 

　　審査した限りにおいて、審査に付された資金不足比率については、いずれも

　適正に算定され、それぞれの計数は財務諸表と一致しており、その算定の基礎

　となる事項を記載した書類は、関係法令に適合し、計数は正確であると認めた。 
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区　分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 健全化基準

上水道事業会計 － － －     
 

下水道事業会計 － － －     20.0 
 

太陽光発電事業特別会計 － － －

 

 

第４　審査意見 

　　資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化し

　たものであり、各公営企業会計において資金不足額はなく、健全な状態にある

　と認められる。 

 

 

第５　資金不足比率の概要 

１　上水道事業会計（参照：14ページ） 

　　流動負債５億６，２７９万円から特定の企業債残高３，６６３万円及び流動

　資産１２億１，７０７万円を差し引いた額は、６億９，０９１万円の余剰とな

　ることから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

 

２　下水道事業会計（参照：15ページ） 

　　流動負債２億９，８７８万円から控除企業債等２億５，０８２万円及び流動

　資産４億２，４９６万円を差し引いた額は、３億７，７０１万円の余剰となる

　ことから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

 

 ３  太陽光発電事業特別会計（参照：16ページ）

　　歳入総額は３，４５８万円、歳出総額は３，３０２万円、翌年度に繰り越す

　べき財源は０であり、特定の地方債の現在高はないため、１５５万円の余剰と

　なり、資金不足比率は算出されない。 

　　なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は３，１７０万円であ

　り、差し引くべき受託工事収益に相当する収入はない。 
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 審 査 資 料





１　健全化判断比率

(1) 実質赤字比率

　　一般会計等の実質赤字比率の算出過程を算式で示すと次のとおりである。

繰上充用額：歳入不足のため翌年度歳入を繰り上げて充用した額

支払繰延額：実質上歳入不足のため支払を翌年度に繰り延べた額

事業繰越額：実質上歳入不足のため事業を繰り越した額

＜参考：一般会計等の実質収支が黒字の場合＞

（単位：千円、％）

額 率

10,022,412 9,040,104 982,308 10.9

9,812,743 8,777,730 1,035,013 11.8

117,550 37,545 80,005 213.1

92,119 224,829 △ 132,710 △ 59.0

3,813,914 3,747,383 66,531 1.8

標準税収入額等 2,223,302 2,139,317 83,985 3.9

普通交付税 1,577,085 1,579,249 △ 2,164 △ 0.1

13,527 28,817 △ 15,290 △ 53.1

△ 2.4153 △ 5.9996 3.5843

△ 2.41 △ 5.99 3.58

翌年度に繰り越すべき財源

対前年度増減
令和５年度

一般会計等の実質赤字額

実質赤字比率＝
標準財政規模

事業繰越額

実質収支額

実質赤字比率（％）＝ ×100

標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、その大き
　　　　　　　さは「標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額」で求められる。

繰上充用額　＋　（支払繰延額＋事業繰越額）

標準財政規模

令和６年度

支払繰延額

×100
(歳出総額－歳入総額)＋翌年度に繰り越すべき財源＋(支払繰延額＋事業繰越額)

区分

歳入総額

歳出総額

実質赤字比率の算出基礎

標準財政規模

実際に算出される数値

臨時財政対策債発行可能額

　　　　　　　　端数処理後
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(2) 連結実質赤字比率

　　一般・特別会計の連結実質赤字比率の算出過程を算式で示すと次のとおりである。

Ａ：一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

Ｂ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

Ｃ：一般会計及び公営企業（地公企法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質黒字を生じ

　た会計の実質黒字の合計額

Ｄ：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

（単位：千円、％）

額 率

112,969 238,122 △ 125,153 △ 52.6

1,069,480 1,018,103 51,377 5.0

3,813,914 3,747,383 66,531 1.8

△ 31.0036 △ 33.5227 2.5192

△ 31.00 △ 33.52 2.52

×100

連結実質赤字比率の算出基礎

連結実質赤字比率（％）＝
標準財政規模

（Ａ ＋ Ｂ） － （Ｃ ＋ Ｄ）

標準財政規模

実際に算出される数値

令和５年度
対前年度増減

公営企業以外の会計の実質黒字
額　Ｃ

公営企業会計の資金余剰額　Ｄ

区分 令和６年度

一般会計及び公営企業以外の特
別会計の実質赤字額　Ａ

公営企業会計の資金不足額　Ｂ

　　　　　　　　端数処理後
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（単位：千円、％）

額 率

92,119 224,829 △ 132,710 △ 59.0

91,873 224,550 △ 132,677 △ 59.1

246 279 △ 33 △ 11.8

14,462 1,324 13,138 992.3

6,388 11,969 △ 5,581 △ 46.6

112,969 238,122 △ 125,153 △ 52.6

（単位：千円、％）

額 率

690,914 726,415 △ 35,501 △ 4.9

377,010 288,885 88,125 30.5

1,556 2,803 △ 1,247 △ 44.5

1,069,480 1,018,103 51,377 5.0

(3) 実質公債費比率

　　一般会計等が負担する実質公債費比率の算出過程を算式で示すと次のとおりである。

（３箇年平均）
　Ａ：地方債の元利償還金＋準元利償還金
　Ｂ：特定財源＋特定の基準財政需要額算入額

一般会計等

　特定の基準財政需要額算入額：基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金額及び災害復旧費等に係る
　　　　　　　　　　　　　　　基準財政需要額

×100
標準財政規模－特定の基準財政需要額算入額

Ａ　－　Ｂ
実質公債費比率（％）＝

合計

一般会計

学校給食事業特別会計

太陽光発電事業特別会計

上水道事業会計

下水道事業会計

合計

「公営企業会計の資金余剰額　Ｄ」欄の内訳前年度比較

区分 令和６年度

「公営企業以外の会計の実質黒字額　Ｃ」欄の内訳前年度比較

区分 令和６年度 令和５年度
対前年度増減

令和５年度
対前年度増減

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計
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（単位：千円）
令和４年度 令和５年度 令和６年度

a 633,028 551,293 612,187

b 383,025 373,028 357,398

ｃ 250,003 178,265 254,789

d 3,337,651 3,374,355 3,456,516

e 7.4904 5.2829 7.3713

7.5 5.3 7.4

6.7

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

317,509 289,856 291,396

公営企業会計の償還金に対する繰出金 277,398 218,755 275,962

29,686 34,106 36,109

8,435 8,576 8,720

633,028 551,293 612,187

実質公債費比率の算出基礎

区分

単年度の３箇年平均

「元利償還金＋準元利償還金　Ａ」欄の内訳

一部事務組合等の償還金に対する負担金等

　端数処理後　　

元利償還金＋準元利償還金　Ａ

　過去５年の実質公債費比率（３箇
年平均）の推移は右図のとおり。

合計

一般会計等の元利償還金(繰上償還額を除く)

区分

公債費に準ずる債務負担行為に係る支出額

Ａに充てられる特定財源＋特定の基
準財政需要額算入額　Ｂ

差引額（a－b）

標準財政規模－特定の基準財政需要
額算入額

単年度比率（c／d×100）

9.3
8.2 7.7

6.7 6.7

4

6

8

10

12

令和２ ３ ４ ５ ６年度

％
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（単位：千円、％）

額 率

291,396 289,856 1,540 0.5

275,962 218,755 57,207 26.2

36,109 34,106 2,003 5.9

8,720 8,576 144 1.7

612,187 551,293 60,894 11.0

（単位：千円、％）

額 率

元利償還金＋準元利償還金　Ａ a 612,187 551,293 60,894 11.0

Ａに充てられる特定財源＋特定の
基準財政需要額算入額　Ｂ

b 357,398 373,028 △ 15,630 △ 4.2

差引額（a－b） ｃ 254,789 178,265 76,524 42.9

標準財政規模－特定の基準財政需
要額算入額

d 3,456,516 3,374,355 82,161 2.4

単年度比率（c／d×100） e 7.3713 5.2829 2.0883

　端数処理後　　 7.4 5.3 2.1

「元利償還金＋準元利償還金　Ａ」欄の内訳前年度比較

一般会計等の元利償還金(繰上償還額を除
く)

公営企業会計の償還金に対する繰出金

一部事務組合等の償還金に対する負担金
等

公債費に準ずる債務負担行為に係る支出
額

合計

区分 令和６年度 令和５年度
対前年度増減

区分 令和６年度 令和５年度
対前年度増減

実質公債費比率の算出基礎前年度比較
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(4) 将来負担比率

　　一般会計等の将来負担比率の算出過程を算式で示すと次のとおりである。

（単位：千円、％）

額 率

5,369,855 5,654,212 △ 284,357 △ 5.0

7,934,466 8,605,795 △ 671,329 △ 7.8

△ 2,564,611 △ 2,951,583 386,972 △ 13.1

3,456,516 3,374,355 82,161 2.4

△ 74.1964 △ 87.4710 13.2746

△ 74.2 △ 87.5 13.3

（単位：千円、％）

額 率

1,660,784 1,828,145 △ 167,361 △ 9.2

17,879 26,599 △ 8,720 △ 32.8

2,658,182 2,786,983 △ 128,801 △ 4.6

282,365 256,761 25,604 10.0

750,645 755,724 △ 5,079 △ 0.7

5,369,855 5,654,212 △ 284,357 △ 5.0

　端数処理後　　

将来負担額の内訳前年度比較

実際に算出される数値

標準財政規模 － 特定の基準財政需要額算入額

将来負担額

充当可能財源等

差引額

標準財政規模から特定の基準財政
需要額算入額を差し引いた額

将来負担額　－　充当可能財源等
将来負担比率（％）＝ ×100

令和６年度

　　充当可能財源等＝充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

区分 令和５年度

将来負担比率の算出基礎前年度比較

対前年度増減

令和６年度 令和５年度
対前年度増減

一般会計等地方債現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

合計

公営企業債等繰入れ見込額

一部事務組合等の地方債償還に対す
る負担等見込額

退職手当支給予定額に係る負担見込
額

区分
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（単位：千円、％）

額 率

4,362,219 4,776,872 △ 414,653 △ 8.7

3,572,247 3,828,923 △ 256,676 △ 6.7

7,934,466 8,605,795 △ 671,329 △ 7.8

充当可能基金額

特定財源見込額

地方債現在高に係る基準財政需要額
参入見込額

合計

充当可能財源等の内訳前年度比較

区分 令和６年度 令和５年度
対前年度増減
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(1) 公営企業法適用の資金不足比率

　　流動負債：貸借対照表上の流動負債の額から、流動負債の企業債を控除した額

　　流動資産：貸借対照表上の流動資産の額から、翌年度に繰り越した事業の財源を控除した額

ア　上水道事業会計

（単位：千円、％）

額

資金不足額 Ａ △ 690,914 △ 726,415 35,501

事業の規模 Ｂ 228,379 183,756 44,623

資金不足比率　Ａ／Ｂ×100 － － －

（注１）資金不足額Ａが△の場合は、資金剰余額を示している。以下同じ。
（注２）資金不足額がない場合は、資金不足比率は「―」で表示している。以下同じ。

（単位：千円、％）

額

△ 690,914 △ 726,415 35,501

　流動負債 a 562,798 586,414 △ 23,616

　特定の企業債残高 b 36,633 34,560 2,073

　流動資産 c 1,217,079 1,278,269 △ 61,190

　受託工事収益 d

事業の規模　Ｂ 228,379 183,755 44,624

　営業収益 e 228,379 183,756 44,623

△ 302.5296 △ 395.3171 92.7876

△ 302.53 △ 395.32 92.79

令和６年度 令和５年度

対前年度増減

24.3

24.3

△ 4.0

6.0

△ 4.8

率

△ 4.9

24.3

－

対前年度増減

資金不足比率の算出基礎前年度比較

２　資金不足比率

（流動負債＋特定の地方債の現在高－流動資産）－解消可能な資金不足額
×100資金不足比率（％）＝

　　特定の地方債：建設改良費及び準建設改良費以外の経費の財源に充てるため起こした地方債の当年度決算
　　　　　　　　　における残高から、流動負債として整理されている地方債現在高を控除した額

営業収益の額　－　受託工事収益の額

　　解消可能な資金不足額：事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不足額がある場合に
　　　　　　　　　　　　　控除する一定の額。資金不足が発生しない事業については、算定不要

　　法適の企業会計の資金不足比率は、公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率であり、
　算式は次のとおりである。

資　金　不　足　額　　Ａ

事　業　の　規　模　　Ｂ

区分 令和６年度 令和５年度

率

△ 4.9

区分

資金不足額　Ａ（a-b-c-d）

実際に算出される数値
　　Ａ／Ｂ×100

端数処理後
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イ　下水道事業会計

（単位：千円、％）

額

資金不足額 Ａ △ 377,010 △ 288,885 △ 88,125

事業の規模 Ｂ 93,546 93,281 265

資金不足比率　Ａ／Ｂ×100 － － －

（単位：千円、％）

額

△ 377,010 △ 288,885 △ 88,125

　流動負債 a 298,787 290,997 7,790

　控除企業債等 b 250,829 223,189 27,640

　流動資産 c 424,968 356,693 68,275

　受託工事収益 d

事業の規模　Ｂ 93,546 93,281 265

　営業収益 e 93,546 93,281 265

△ 403.0210 △ 309.6933 △ 93.3277

△ 403.02 △ 309.69 △ 93.33

(2) 公営企業法非適用の資金不足比率

　　法非適の資金不足比率の算出過程を算式で示すと次のとおりである。

　　Ａ：歳出額
　　Ｂ：特定の地方債の現在高
　　Ｃ：歳入額
　　Ｄ：翌年度に繰り越すべき財源
　　Ｅ：解消可能資金不足額

Ａ　＋　Ｂ　－　（Ｃ　－　Ｄ）　－　Ｅ

資　金　不　足　額

資金不足比率（％）＝

区分 令和６年度 令和５年度

区分 令和６年度 令和５年度

資金不足比率の算出基礎前年度比較

営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額
×100

事　業　の　規　模

19.1

0.3

0.3

端数処理後

資金不足額　Ａ（a-b-c-d）

実際に算出される数値
　　Ａ／Ｂ×100

対前年度増減
率

30.5

2.7

12.4

対前年度増減
率

30.5

0.3

－
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太陽光発電事業特別会計

（単位：千円、％）

額 率

資金不足額 ① △ 1,556 △ 2,803 1,247 △ 44.5

事業の規模 ② 31,702 33,382 △ 1,680 △ 5.0

資金不足比率　　①／②×100 － － － －

（注１）資金不足額①が△の場合は、資金剰余額を示している。下表において同じ。
（注２）資金不足額がない場合は、資金不足比率は「―」で表示している。

（単位：千円、％）

額 率

資金不足額① △ 1,557 △ 2,803 1,246 △ 44.5

Ａ 33,023 30,928 2,095 6.8

Ｂ

Ｃ 34,580 33,731 849 2.5

Ｄ

Ｅ

事業の規模② 31,702 33,382 △ 1,680 △ 5.0

31,702 33,382 △ 1,680 △ 5.0

△ 4.9107 △ 8.3967 3.4860

△ 4.91 △ 8.40 3.49

区分
対前年度増減

令和６年度 令和５年度

令和６年度

資金不足比率の算出基礎前年度比較

実際に算出される数値　①／②×100

端数処理後　

令和５年度
対前年度増減

営業収益に相当する収入の
額

受託工事収益に相当する収
入の額

歳出額

特定の地方債の現在高

歳入額

翌年度に繰り越すべき財源

解消可能資金不足額

区分

Ａ＋Ｂ－（Ｃ－Ｄ）－Ｅ
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